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市 町 一部事務組合等

男 性 女 性 合 計

組 合 員 被扶養者等 合 計

15,804人

44.4%

5,978人

36.9%

40.3歳

9,826人

山口県市町村職員共済組合　「第２期データヘルス計画」
　「地方公務員等共済組合法第112条第３項に規定する地方公務員共済組合が行う健康の保持増進のために必要な事業に関する指針（平成16年８月２日総務

省告示第641号）」に則り、ここに2018年度から2023年度までの間における山口県市町村職員共済組合「第２期データヘルス計画」を定める。

　なお、特に断りがない限り、2020年度のデータを基に作成している。

１－１　組合の現状

地方公共団体数

（１）短期給付財政
2021年3月31日現在

13 6 17

16,220人

42.0歳

16,229人

32,449人

84.0%

38.0%

✽ 組合員数には、任意継続組合員を含み、長期組合員は含まない。

✽ 2020年度分として国へ報告した数値

10,242人

63.1%

43.0歳

6,403人

16,645人

96.2%

合 計

組 合 員 数

男 女 比

平 均 年 齢

被 扶 養 者 数

特定健康診査実施率

11.6%特定保健指導実施率

✽ 被扶養者等には、任意継続組合員及びその被扶養者を含む。

39.5%

3,000 2,000 1,000 1,000 2,000 3,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

年齢別構成表

組合員 男性 被扶養者 男性 組合員 女性 被扶養者 女性
人

組合員の年齢構成をみると、男女共に45～49歳が最も多い。
組合員のうち、40歳以上が全体の約64％を占めており、そのうち67％が男性である。
被扶養者等の特定健診対象者（40歳～74歳）のうち、約95％を女性が占める。
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35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

40～74歳

1.08 
1.06 

1.04 
1.02 

0.99 

0.94

0.98

1.02

1.06

1.10

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

％人

組合員数・被扶養者数と扶養率の推移

平均組合員数

平均被扶養者数

平均扶養率

102.08 102.08 

95.80 95.80 

103.00 

40

60

80

100

95,800

96,000

96,200

96,400

96,600

96,800

97,000

97,200

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

‰

千円
標準報酬等総額と財源率の推移

標準報酬等総額

財源率

2



（単位：千円）

9,997,895

1,359,375

11,357,270

4,236,478

364,421

170

27,883

46,899

3,199,182

2,089,081

11

71

126,075

471,140

40,432

724,286

11,326,129

31,141

保険課で、医療・健康推進の連携により、分析・検討を行っている。

健康推進担当

医療担当 レセプト分析、医療費通知及びジェネリック差額通知の発行、レセプト点検

健診結果等の分析、人間ドック及び特定健診・保健指導等の保健事業を実施

2020年度決算（短期経理）

（２）実施体制

保険課

当期短期利益（△損失）金

収

入

連合会払込金等

連合会拠出金

その他

次年度繰越支払準備金

計

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

病床転換支援金

退職者給付拠出金

保健給付

休業給付

災害給付

附加給付

一部負担金払戻金

区分

　　科目

掛金・負担金

その他

計

2020年度決算額

支

出

高齢者医療制度への拠出金負担の増加等に伴い、安定的な財政運営を行うためには、短期財源率を高水準で設定せざるを得ない状況にある。その結果、組合員の掛金及び
事業主である地方公共団体の負担金が高い水準になっている。
引き続き生活習慣病の重症化予防やジェネリック医薬品の使用促進を行う等の医療費増高対策が必要である。

保健給付

37.4%

休業給付

3.2%

災害給付

0.0%
附加給付等

0.7%

前期高齢者納付金

28.2%

後期高齢者支援金等

18.8%

連合会払込金・拠出金等

5.3%

次年度繰越支払準備金

6.4%
支出の構造
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【目的】生活習慣病のﾘｽｸﾚﾍﾞﾙの確認のため

【概要】組合員：職員健診・人間ﾄﾞｯｸ

　　　　 被扶養者：受診券による健診等

組合員

被扶養者 40～74 10,345

特定健診受診率

　組合員96.2％

　被扶養者44.4％

ICTによる情報提供実施率

　組合員2.6％

所属所が実施する健康診断の結果や人間ドックの

結果を受領することにより、特定健診結果としてい

る。

被扶養者に対して特定健康診査受診券を発行し

たが、健康診断に対する意識の低さ等により受診

率が低い。

【目的】生活習慣病リスクが高い者へ改善指導

【概要】利用券又は委託業者による面談等

組合員

被扶養者 40～74 19,901

指導率

　組合員39.5％

　被扶養者11.6％

（利用率38.0％）

所属所訪問の実施等により、所属所の協力を得る

ことができた。

メタボリックシンドロームに対する意識の低さや仕事

が忙しいなどの理由で利用率が低い。

【目的】健康状態の確認のため

【概要】契約機関での受診による費用の一部助成

組合員

被扶養配偶者 30～ 160,438

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん23.2％

　子宮がん20.4％

　前立腺がん18.1％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

所属所経由での申し込みなど所属所の協力が不

可欠である。

組合員に対しては、人間ドックの重要性が定着して

きている。

被扶養配偶者について、人間ドックに対する意識の

低さや自己負担額の高さなどの理由で、受診率が

低い。

【目的】職員健診内容の充実のため

【概要】費用の一部助成
組合員 すべて 8,427

受診率（人間ドック除く）

　組合員99.6％
所属所への周知の効果が出ている。 休職等により受診できなかった者がいる。

【目的】がんの早期発見

【概要】所属所実施の検診に費用の一部助成
組合員 すべて 27,469

受診率（人間ドック除く）

　肺がん94.7％

　大腸がん20.7％

　乳がん7.7％

　子宮がん7.5％

　前立腺がん9.6％

　胃検査9.6％

　肝炎検査15.6％

働きかけ等により、所属所でのがん検診等が増えて

きている。
まだ、がん検診等を実施していない所属所がある。

【目的】インフルエンザの予防

【概要】予防接種費用の一部助成
組合員 すべて 5,757

予防接種率

　組合員39.4％
所属所への周知の効果が出ている。

予防接種に対する意識の低さ等により接種率が低

い。

特定健康診査

特定保健指導

人間ドック健診助成

定期健康診断助成

１－２　保健事業の実施状況

山口県市町村職員共済組合のこれまでの取り組み（2020年度実績）

事業名 事業の目的及び概要 対象者 対象年齢
事業費

(千円)
実施状況 成功要因 阻害要因

がん検診助成

インフルエンザ予防接種助成
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山口県市町村職員共済組合のこれまでの取り組み（2020年度実績）

事業名 事業の目的及び概要 対象者 対象年齢
事業費

(千円)
実施状況 成功要因 阻害要因

【目的】異常の早期発見と定期健診の定着

【概要】歯科医院で実施する健診費用を助成
組合員 すべて 1,682

受診率

　組合員3.0％
「歯科健康診断票」を全組合員に配付している。

歯に関する病気に対する意識の低さや忙しいなどの

理由で、歯科検診の受診率が低い。

【目的】高齢者の健康増進と医療費削減

【概要】電話等での健康サポート
被扶養者 62～74 767 利用率17.8％

62歳～74歳の全被扶養者を対象に案内文を送

付している。

生活習慣の改善等に対する意識改革が必要であ

る。

【目的】医療情報の提供による生活習慣の改善

【概要】重症化予防のための保健指導
組合員 すべて 55 利用率12.7％

受診勧奨数値を超える者に医療情報の提供冊子

とアンケートを送付している。

検査結果に対する医療機関への受診など健康リス

クへの意識改革が必要である。

【目的】喫煙率の低下

【概要】喫煙プログラムの提供
組合員 すべて 30

喫煙者の利用率

　組合員0.0％

特定保健指導の対象者で「喫煙あり」と答えた者に

案内文を送付している。

喫煙による健康被害に対する意識改革が必要で

ある。

【目的】早期受診に役立てる

【概要】年度内3回無料相談
組合員 すべて 544 利用率0.3％

年度内３回まで無料で相談できる利用券を全組

合員に配付している。

健康意識の向上に関して、組合員への周知に取り

組む。

【目的】ジェネリック医薬品利用促進

【概要】ジェネリック医薬品差額通知書の送付
該当者 すべて 107

ジェネリック医薬品

　利用率79.9％

組合員証へのジェネリック医薬品利用希望シールの

貼付や差額情報を提供している。

医療費助成等により自己負担額が少ない１５歳

未満の子供の利用率が低い。

【目的】組合員の健康管理を含めた研修等の開催

【概要】所属所で行う研修等への開催費用援助
組合員 すべて 209

参加所属所数

　５所属所
所属所への周知の効果が出ている。

単独での講座の開催が困難な一部事務組合等が

多い。

【目的】組合員等の健康管理を含めた研修等の開催

【概要】健康意識を高めるための講座等の開催

組合員

被扶養者
すべて 335 参加者率0.2％（30人）

講座内容の精査や休日の開催、開催場所を増や

すなどの変更を行った。

インターネットによる申し込みなど利便性の向上を

図った。

生活習慣病に対する意識の低さや忙しいなどの理

由で、参加率が低い。

歯科健診助成

医療費適正化指導

生活習慣病予防指導

禁煙支援

メンタルヘルス相談

ジェネリック医薬品

利用促進

健康関連講座支援

健康関連講座・

健康管理者研修会実施
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（２）年齢階層別　特定健康診査受診率（全国平均との比較）

１－３　特定健診・特定保健指導の実施状況

（１）特定健康診査受診率の推移

（２）年齢階層別に比較すると、組合員の健診受診率は、60歳までの年齢階層では全国平均を上回っている。

被扶養者は、全国平均の受診率と同等である。

0%

20%

40%

60%

80%

100%

40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳

組合員

山口県

全国平均

0%

20%

40%

60%

80%

100%

40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳

被扶養者

山口県

全国平均

92.5%
95.5% 95.1% 95.6% 96.4% 96.5% 96.0% 96.2%

55.3%
53.0% 51.8%

54.2%

48.1% 47.5%

54.1%
44.4%

40%

60%

80%

100%

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

被扶養者

組合員

（１）組合員の健診受診率は非常に高い。

被扶養者の受診率は減少傾向のため、受診勧奨を実施している。

コロナウイルスに対する警戒が受診控えとなって反映している可能性もある。
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（４）年齢階層別　特定保健指導実施率（組合員：全国平均との比較）

*1　65～74歳の者は、積極的支援の対象となった場合でも動機付け支援となることから該当者なし

（３）特定保健指導実施率の推移（組合員）

（３）2020年度の組合員の特定保健指導の実施率は38.0％と

なっており、目標達成に向けて着実に案内が行えている。

被扶養者の特定保健指導対象者は、少数のため分析を行うに

至っていない。

（４）年齢階層別に比較すると、全年齢層で全国平均を下回ってい

る。14.5%

18.3%

30.5%

18.6% 20.9%
25.7%

29.1%

38.0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳

動機付け支援

山口県

全国平均

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳

積極的支援

山口県

全国平均
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  * 減少率は対前年度比 *2　70～74歳は対象者なし

（６）特定保健指導該当者の減少率の推移（組合員）
（７）年齢階層別 特定保健指導該当者の減少率

               （組合員：全国平均との比較）

（５）特定保健指導該当者の割合の推移（組合員）

（５）特定保健指導該当者の割合は積極的支援該当者が減り、

動機付け支援該当者が増えていることから、該当者の数値項目

改善が推測される。

（６）特定保健指導該当者の減少率は低下傾向にある。

（７）全国平均と比較して、55~59歳および65~69歳の年齢層は

全国平均を上回っている。

12.4%
11.8%

12.2% 12.0% 12.2% 12.0% 11.9%

7.7% 7.7% 7.6% 7.6% 7.8% 7.9%
8.5%

0%

5%

10%

15%

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

積極的支援

動機付け支援

0%

10%

20%

30%

40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65-69歳 70-74歳

山口県 全国平均
23.0%

21.1%
22.7%

19.8%

21.9%

19.5%
20.7%

19.6%

10%

20%

30%

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
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１－４　医療費の分析（原因分析）
１－４－１　組合員男性（医科）

（１）疾病大分類別１人当たり医療費（歯科を除く） （２）生活習慣病に関わる疾病の１人当たり医療費

0 5,000 10,000 15,000

健康影響・保険サービス

耳・乳様突起疾患

先天奇形変形・染色体異常

他に分類されないもの

皮膚・皮下組織疾患

感染症・寄生虫症

ワープロ病名等

眼・付属器疾患

神経系疾患

精神・行動障害

損傷・中毒・外因性

筋骨格系・結合組織疾患

新生物

腎尿路生殖器系疾患

呼吸器系疾患

消化器系疾患

内分泌・栄養・代謝疾患

血液・造血器・免疫障害

循環器系疾患

円

山口県 全国平均

0 2,000 4,000 6,000 8,000

動脈閉塞

高血圧性腎臓障

害

肝機能障害

虚血性心疾患

高尿酸血症

脳血管障害

高脂血症

人工透析

高血圧症

糖尿病

円

山口県 全国平均

（１）「循環器系疾患」、「血液・造血器・免疫障害」が特に高い。特に、「血液・造血器・免疫障害」は全国平均に比べ、約9,300円高い。

（２）三大生活習慣病（糖尿病、高血圧症、高脂血症）が全国平均と同水準である。また、人工透析の医療費が全国平均と比べて高い。

9



高脂血症（全国）

（３）三大生活習病・年齢階層別１人当たり医療費

（３）糖尿病、高血圧、高脂血症のいずれも、年齢とともに増加していて、全国平均と比べても同様の傾向である。
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15,000
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20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

高血圧（山口県）

高血圧（全国）

円

高血圧
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20,000

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

糖尿病（山口県）

糖尿病（全国）

円
糖尿病
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20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

高脂血症（山口県）

高脂血症（全国）

円
高脂血症
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１－４－２　組合員女性（医科）

（１）疾病大分類別１人当たり医療費（歯科を除く） （２）生活習慣病に関わる疾病の１人当たり医療費

0 5,000 10,000 15,000 20,000

先天奇形変形・染色…

周産期発生病態

健康影響・保険サービス

耳・乳様突起疾患

他に分類されないもの

血液・造血器・免疫障害

ワープロ病名等

感染症・寄生虫症

損傷・中毒・外因性

皮膚・皮下組織疾患

精神・行動障害

循環器系疾患

眼・付属器疾患

腎尿路生殖器系疾患

内分泌・栄養・代謝疾患

妊娠・分娩・産じょく

神経系疾患

消化器系疾患

筋骨格系・結合組織…

呼吸器系疾患

新生物

円

山口県

全国平均

0 1,000 2,000 3,000 4,000

動脈閉塞

高血圧性腎臓

障害

高尿酸血症

肝機能障害

虚血性心疾患

脳血管障害

人工透析

高脂血症

高血圧症

糖尿病

円

山口県

全国平均

（１）全国平均よりは下回るが、「新生物」、「呼吸器系疾患」が高い。

（２）三大生活習慣病（糖尿病、高血圧症、高脂血症）が全国平均と同水準である。また、人工透析の医療費が全国平均と比べて高い。

11



（３）悪性新生物の部位別・年齢階層別１人当たり医療費

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

乳房 眼、脳、中枢神経 女性生殖器 消化器 甲状腺・内分泌腺 呼吸器・胸腔内臓器 腎尿路 皮膚 口唇・口腔・咽頭 中皮・軟部組織

円

山口県

全国平均

（３）部位別では、「乳房」が高いが、全国平均を2,680円下回っている。眼、脳、中枢神経が全国平均と比べ非常に高い。

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

21,000

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

円

乳房

眼、脳、中枢神経

女性生殖器

消化器

甲状腺・内分泌腺

呼吸器・胸腔内臓器

腎尿路

皮膚

乳房

眼、脳、中枢神経

12



１－４－３　被扶養者（医科）

（１）疾病大分類別１人当たり医療費（歯科を除く）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

妊娠・分娩・産じょく

健康影響・保険サービス

血液・造血器・免疫障害

他に分類されないもの

先天奇形変形・染色体異常

腎尿路生殖器系疾患

周産期発生病態

消化器系疾患

耳・乳様突起疾患

新生物

循環器系疾患

神経系疾患

感染症・寄生虫症

眼・付属器疾患

内分泌・栄養・代謝疾患

筋骨格系・結合組織疾患

精神・行動障害

皮膚・皮下組織疾患

損傷・中毒・外因性

呼吸器系疾患

円

山口県 全国平均

（１）全国平均よりは下回るものの、男女ともに「呼吸器系疾患」が特に高い。

男性 女性
0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

健康影響・保険サービス

周産期発生病態

先天奇形変形・染色体異常

血液・造血器・免疫障害

他に分類されないもの

耳・乳様突起疾患

妊娠・分娩・産じょく

感染症・寄生虫症

循環器系疾患

腎尿路生殖器系疾患

神経系疾患

眼・付属器疾患

損傷・中毒・外因性

内分泌・栄養・代謝疾患

消化器系疾患

皮膚・皮下組織疾患

筋骨格系・結合組織疾患

精神・行動障害

新生物

呼吸器系疾患

円

山口県 全国平均
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（2）疾病分類別年齢階層別 １人当たり医療費

（2）呼吸器系疾患は男女ともに0~10歳までのこどもの医療費が高い。

男性について、25歳以上は25歳未満よりも被扶養者数が極めて少ないので、数値が上下しやすい。

女性について、20歳代の精神・神経系疾患が多い。また、40歳以降に新生物の医療費が増えている。

0
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40000

60000

80000

100000

0歳～ 5歳～ 10歳～ 15歳～ 20歳～ 25歳～ 30歳～ 35歳～ 40歳～ 45歳～ 50歳～ 55歳～

新 生 物

精神・行動障害

神経系疾患

:呼吸器系疾患

消化器系疾患

皮膚・皮下組織疾患

呼吸器系疾患

新生物

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0歳～ 5歳～ 10歳～ 15歳～ 20歳～ 25歳～ 30歳～ 35歳～ 40歳～ 45歳～ 50歳～ 55歳～

感染症・寄生虫症

内分泌・栄養・代謝疾患

精神・行動障害

呼吸器系疾患

腎尿路生殖器系疾患

損傷・中毒・外因性

腎尿路生殖器系疾

患

内分泌・栄養・代謝疾

患

男性

女性

円

円

呼吸器系疾患
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（１）疾病分類別１人当たり医療費（上位３疾病） （２）う蝕（虫歯）の総医療費に占める割合

（３）年齢階層別１人当たり医療費

う蝕の割合

9,306円

１－４－４　歯科（全体）

１人当たり医療費

14,147円

11,186円

呼吸器系疾患

歯科

新生物

1

2

3

（１）疾病分類別１人当たり医療費は、呼吸器系疾患が最も多く、次に歯科が高い。

（２）う蝕の割合は総医療費の10%を超え、年々割合が増している。

（３）年齢層で見たときに、歯科はどの年代においても一定の医療費がかかっている。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

H30

H30 R1 R2

う蝕 567,534,710 578,296,700 620,089,380

う蝕を除く総医療費 3,555,047,970 3,580,270,860 3,417,795,440

う蝕の割合 13.8% 13.9% 15.4%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

歯科

呼吸器系疾患

新生物呼吸器系疾患

歯科

新生物

円
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（１）精神疾患一人当たりの医療費（組合員男女別）及びメンタルヘルス利用券年間利用総数

円

円

回

2020年

8,366

6,322

71

7,384

5,541

54

8,615

7,648

55

8,284

5,923

組合員（男性）

組合員（女性）

メンタルヘルス利用件数

１－４－5　精神疾患

7,710

5,802

66

2016年 2017年 2018年 2019年

58

（１）精神疾患にかかる医療費は女性に比べ、男性のほうが多く医療費がかかっている。

この5年間の医療費は、減少傾向である。

メンタルヘルス利用券と医療費の因果関係は不明であるが、一定の効果があるのではないかと推測される。
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4,000

6,000

8,000

10,000
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組合員（男性） 組合員（女性） メンタルヘルス利用件数

円 回
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1

2

3

4

5

6

7

（2）精神疾患分類別年齢階層別 １人当たり医療費

0
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3000
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6000

7000

8000

9000

20～24歳 25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳 40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳

組合員 女性

気分[感情]障害

統合失調症、妄想障害

神経症性、ストレス障害

他の精神、行動障害

精神作用物質障害

認 知 症

知的障害<精神遅滞>

（2）男女ともに「気分［感情］障害（うつ病）」の 割合が最も多い。

男性について、年代とともに医療費が増える傾向がある。

女性について、25~34歳、45~54歳が他の年代に比べて多い。
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組合員 男性円

円
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（１）喫煙者・非喫煙者の動向

2019年

1,915

9,465

喫煙者

非喫煙者 9,156 9,260 9,204 9,292

2,162 2,171 2,127 2,003

2015年 2016年 2017年 2018年

１－４－6　喫煙者　※特定健診対象者（40歳以上）に限る

2020年

1,872

9,215

喫煙者割合 19.1% 19.0% 18.8% 17.7% 16.8% 16.9%

（１）この数値元は、特定健康診査の質問票内「喫煙状況」である。よって、対象者は、40歳以上の組合員と被扶養者となる。

喫煙者は減少傾向で、非喫煙者の割合が増えている。

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2020年

喫煙者 非喫煙者 人
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（2）喫煙者数（男女別）及びらくらく禁煙コンテスト参加状況

（2）らくらく禁煙コンテストは、2014年からスタートした保健事業で、参加者は喫煙者の約6％であったが、喫煙者数の減少に一定の効果があったと考えられる。

男女比で見ると男性のほうが圧倒的に喫煙者が多いが、禁煙に取り組む傾向も高いようで、5年間で約200人減少している。

一方、女性の喫煙者は、人数が少ないものの、ほとんど変動がない。

2,026 2,025 1,995

1,881

1,778
1,737

136 146 132 122 137 135

0

500

1,000

1,500

2,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

喫煙者（男性） 喫煙者（女性）

人

らくらく禁煙コンテスト利用者数

2014～2019年度 139人
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１－４－7　前期高齢者の状況

342 347 332 351

0

100

200

300

400

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

人

（１）前期高齢者数の推移

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

新 生 物 循環器系疾患 筋骨格系・結合組織疾患 神経系疾患 腎尿路生殖器系疾患 内分泌・栄養・代謝疾患

万円

（２）疾病大分類別医療費総額（上位６疾病）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

（１）前期高齢者数は、ほぼ人数の変動がない。

（２）医療費は、過去5年間では「新生物」が特に高かった。

また、2016年度に「新生物」、2018年度に「筋骨格系・結合組織疾患」で

高額な医療が発生し,神経系疾患が2019年度以降増加傾向である。
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１－５　健康分布図等

（１）健康分布図

非肥満 肥満

非肥満 肥満

非肥満 肥満 非肥満 肥満

非肥満 肥満 非肥満 肥満

基準値内 保健指導基準値以上 受診勧奨基準値以上 服薬投与

男性 女性 男女計

山口県

全国平均

17.05%

8.34%

7.05%

6.96%

14.05%

11.17%

14.38%

53.44% 46.56%

21%

20.4%

15.7%

7.36%

7.56%

7.16%

13.88%

11.36%

16.58%

51.02% 48.98%

16.92%

5.03%
7.96%

5.4

%

5.2

7%

2.7

5.5

1%

81.06% 18.94%

51.15%

49.83%

15.81%

4.84%
8.24%

5.8

4%

5.8

8%

3.2

6.2

9%

78.73% 21.27%

17%

7%

7.42%

6.33%

10.49

%

7.76%

10.79

%

64.63% 35.37%

33.21%

32.96%

15.75%

6.28%

7.85%

6.6%

10.47%

7.91%

12.19%

62.84% 37.17%
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（２）受診勧奨基準値以上の者の割合

収縮期≧140 or 拡張期≧ 90

LDL≧140 or 中性脂肪≧300

空腹時血糖≧126 or  ＨbＡ1c≧6.5%

内臓脂肪面積≧100 または内臓脂肪面積＜100 and BMI≧25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

血圧値

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

脂質

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

血糖値

0% 20% 40% 60%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

肥満

（１）男性は全体の約45％、女性は全体の約20％が肥満であり、男性は非肥満であっても約3割が保健指導や受診勧奨の基値準以上または服薬投与に該当している。

（２）血圧、血糖、脂質、肥満のいずれも基準値を超える者の割合は年齢とともに増加傾向である。

特定健康診査の対象年齢(40歳)になったときには、脂質も肥満も2割以上が基準値を超えている。
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１－６　生活習慣病リスクと医療機関の受診状況

人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

HbA1c 6.5% 以上 HbA1c 6.4% 以下

人 ％ 人 ％

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

HbA1c数値

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

2.00

ＨbＡ1c数値 【再掲】　8.4%～ 5 0.30 42 2.53 28 0.38 75 0.84

ＨbＡ1c数値　7.4%～ 13 0.78 112 6.73 54 0.74 179

17 1.02 71 4.27 41 0.56

ＨbＡ1c数値　6.5%～6.8% 51 3.07 66 3.97 58 0.80

ＨbＡ1c数値　6.9%～7.3% 129 1.44

12.57 48 2.89

4,122 57.82 4,859 54.32

5.47 688 7.69

31.38 2,915 32.59

175 1.96

ＨbＡ1c数値　5.6%～5.9% 498 29.95 16 0.96 164

41 0.58 390

2.30 2,237

ＨbＡ1c数値　6.0%～6.4% 209

6,749 94.67 HbA1c 合計

ＨbＡ1c数値　～5.5% 555 33.37 7 0.42 175 2.45

1,343 80.76 320 19.24 380 5.33

7,282 81.41

153 2.10 7,129 97.90

HbA1c実施者数 8,945 実施率 79.31

1,663 18.59

人 ％

*3疾病治療の服薬あり *3疾病治療の服薬なし

人 ％ 人 ％

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

人 ％ 人 ％

*高血圧治療の服薬なし *高血圧治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

*服薬あり／なしは、問診回答で判定

*3疾病治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症いずれか１つ以上の治療薬の服薬ありを指す

1.19

401 3.56

180≦SBP & 110≦DBP 7 0.34 21 1.01 106 1.15 134

160≦SPB＜180 & 100≦DBP＜110 15 0.72 114 5.51 272 2.95

10.73 1,490 13.21

130≦SBP＜140 & 85≦DBP＜90 121 5.85 367 17.73 95 1.21 1,143

140≦SBP＜160 & 90≦DBP＜100 91 4.40 411 19.86 988

14.58 1,726 15.30

7,481 95.40 血圧 合計

血圧

SBP＜130　& DBP＜85mmHg 375 18.12 548 26.47 266

609 29.42 1,461 70.58 361 4.60

3.39 6,338 80.82 7,527 66.74

9,208 81.65

1,366 14.83 7,842 85.17

血圧測定実施者数 11,278 実施率 100.00

2,070 18.35

*1 脳卒中、糖尿病いずれの場合も服薬治療中にも関わらず受診勧奨判定値以上の者が一定以上存在している。
*2 服薬治療を行っていない者で、血圧や血糖値が受診勧奨対象値以上の者が多数存在する。

*1 *2

脳卒中/心疾患

糖尿病

*2*1
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１人当たり調剤費及び後発医薬品の使用割合（数量シェア※）【令和３年３月診療分】

※　数量シェア計算方法　＝後発医薬品の数量 ÷（後発医薬品がある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量）

全国平均 80.3%

１－７　後発医薬品の使用状況

後発医薬品使用割合

山口県 82.1%

（１）1人当たり調剤費は、上下に変動があるものの、後発医薬品の使用割合は年々増加している。

（２）後発医薬品の使用割合は、全国共済平均より1.８％高い。年齢階層別に見ると、25~34歳、65~69歳の使用割合が全国平均と比べて低い。

60% 65% 70% 75% 80% 85% 90%

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

（２）後発医薬品の年齢階層別使用割合

山口県

全国平均
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（１）１人当たり調剤費と後発医薬品の使用割合の推移

１人当たり調剤費 後発医薬品の使用割合

8４.８

%円
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「胃の悪性新生物」は40歳以降から受診があり、55歳～59歳の年代でピークを迎えている。 ▶ 対象年齢のがん検診の普及により、早期発見、早期治療で重症化の予防を進めていく。

「歯科」の医療費は、医療費のおよそ15％を占めている。年齢とともに歯周病の割合が増加し

ている。 ▶
歯科健診利用者は、一人当たり歯科医療費が低い傾向にある。

歯科健診助成事業の利用率を高める取り組みをしていく。

新生物では「乳房の悪性新生物」が最も高い割合を占めている。40歳から急増している。 ▶ 対象年齢のがん検診の普及により、早期発見、早期治療で重症化の予防を進めていく。

「肺の悪性新生物」は50歳から増加し始め、55歳～59歳の年代でピークを迎えている。他の

悪性新生物に比べ1件当たりの医療費が高い傾向にある。 ▶ 対象年齢のがん検診の普及により、早期発見、早期治療で重症化の予防を進めていく。

２　健康課題の抽出

既存の取り組みと基本分析から見える健康課題 課題解決に向けた方向性

医療費を疾病分類別に見ると「歯科」「新生物」「呼吸器系疾患」「循環器系疾患」が高い傾

向にある。 ▶ 各疾病分類の状況を確認し、医療費削減に向けた事業を行う。

「呼吸器系疾患」として、喘息・アレルギー性鼻炎の割合が高くなっている。若年層に多いが乳

幼児医療の助成により自己負担が軽減される場合も多く費用への意識が低くなりがちである。

インフルエンザを含むその他の疾患も高い金額割合である。
▶

ジェネリック医薬品の普及による医療費削減効果が見込める。ジェネリック医薬品利用へ

の呼びかけや、感染疾患が流行しないよう事業の普及や情報提供が必要である。また、

インフルエンザ予防への対応も行う。

「循環器系疾患」は、45歳から急増している。高血圧性疾患が大きな割合を占めている。 ▶ 特定保健指導の利用を推進し、メタボリックシンドローム該当者の体質改善を図る。

「腎尿路性器系疾患」は、30歳から増え始め、40歳～44歳でピークを迎えている。腎不全

（人工透析治療が含まれる。）が大きな割合を占めており、主に糖尿病が原因となる。 ▶
「糖尿病」を予防するための生活習慣の改善が必要になる。健康リスクを有しているにも

関わらず、医療機関を受診していない者に対して情報提供を行う。

「内分泌系疾患」は、40歳から急増している。糖尿病が大きな割合を占めている。 ▶
「糖尿病」を予防するための生活習慣の改善が必要になる。健康リスクを有しているにも

関わらず、医療機関を受診していない者に対して情報提供を行う。

「精神疾患」は、医療費に占める割合はさほど高くないが、傷病手当金に占める割合が高く５

割前後を推移している。長期にわたる休職につながりやすく、労働生産性の観点からも損失が

大きい。
▶

不調の早期対応のためにも、メンタルヘルス相談、電話健康相談によるカウンセリング機

会を活用してもらう。管理者研修を充実する。
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既存の取り組みと基本分析から見える健康課題 課題解決に向けた方向性

「精神疾患」の件数は、受診の約4割が気分障害での受診となっている。 ▶
療養が長期化することを防ぐためにも、早期受診やカウンセリングの活用について啓発をし

ていく。

前期高齢者では、高血圧性疾患、脳梗塞、腎不全が大きな割合をしめている。 ▶ 医療費適正化指導や、若年層への特定保健指導の利用を推進していく。

血圧・血糖・脂質の正常割合が加齢とともに低下し、生活習慣病のリスクが増加している。 ▶
血圧等の数値をコントロールすることの必要性を周知し、健康意識の向上を図る。特定

保健指導の要件には、該当しないが、リスクを有する者に対して、特定保健指導に準じた

指導を行う。

男性の生活習慣病は、医療費に係る件数、金額が50歳代で急増している。「糖尿病」が大き

な割合を占めている。 ▶ 特定保健指導の利用を推進し、メタボリックシンドローム該当者の体質改善を図る。

女性の生活習慣病は男性に比べ件数・金額ともに半分程度だが、男性と同様に50歳代で急

増している。「糖尿病」が大きな割合を占めている。 ▶ 特定保健指導の利用を推進し、メタボリックシンドローム該当者の体質改善を図る。

調剤に係る医療給付費が増加傾向にある。若年層のジェネリック医薬品利用率が低い傾向に

ある。 ▶ かかりつけ薬局利用の啓発やジェネリック医薬品利用の推進に係る取組みを進めていく。

「喫煙者」は年々低下傾向にあるが、減少率は低くとどまっている。喫煙によりリスクの高まる肺が

んの死因率は、がんの中で最も高い。 ▶ 副流煙により本人だけでなく周りにいる人への影響がある。禁煙指導を行う。

柔道整復、鍼灸マッサージに係る療養については、柔道整復に係る件数が続伸している。 ▶
広報などにより怪我をしにくい丈夫な体作りなどを中心とした啓発活動を行う。また、専門

業者による内容審査を行う。

組合員の死因率の23％を占めている自殺について、うつ病等の「精神疾患」が重要な要因と

なっている。 ▶
自殺を防ぐための啓発活動を組合員・家族を含めて進めていくと共に、所属所単位での

研修の開催費の補助を行っていく。

一人当たりの医療給付費は増加傾向にある。 ▶
医療費通知等で、医療状況を確認することで医療費に対する意識を高めていく。健康関

連講座の開催や健康関連講座支援により健康意識の向上をはかる。

健康診断や人間ドッグの利用促進を行う。
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

アウトプット アウトプット アウトプット アウトプット アウトプット アウトカム

【内容】

　対象者に係る特定健康審査の実施

【目的】

　メタボリックシンドロームを防止するための健康状

況の把握及びリスク者の行動改善による重症化

防止

【推進方法】

　広報誌等による周知、所属所と連携して受診

率向上に努める

組合員

被扶養者

特定健診受診率

　組合員96.0％

　被扶養者57.0％

ICTによる情報提供実施

率

　組合員2.0％

特定健診受診率

　組合員96.0％

　被扶養者59.0％

ICTによる情報提供実施

率

　組合員2.0％

特定健診受診率

　組合員97.0％

　被扶養者55.0％

ICTによる情報提供実施

率

　全体3.0％

特定健診受診率

　組合員97.0％

　被扶養者56.0％

ICTによる情報提供実施

率

　全体4.0％

特定健診受診率

　組合員97.0％

　被扶養者57.0％

ICTによる情報提供実施

率

　全体5.0％

保健指導対象者割合

　10.0％

実施年度中に40歳～75

歳に到達する組合員及び

被扶養者を抽出する。

組合員については、所属所

の健康診断や人間ドックの

結果を収集する。

被扶養者と任意継続組合

員には、「特定健康診査受

診券」を送付する。

【内容】

　対象者に係る特定保健指導の実施

【目的】

　メタボリックシンドロームの減少のため

【推進方法】

　広報誌等による周知。所属所と連携して指導

率向上に努める

組合員

被扶養者

指導率

　組合員25.5％

　被扶養者11.0％

（利用率24.1％）

指導率

　組合員26.5％

　被扶養者12.0％

（利用率25.2％）

指導率

　組合員33.0％

　被扶養者11.0％

（利用率31.8％）

指導率

　組合員40.0％

　被扶養者11.5％

（利用率38.4％）

指導率

　組合員47.0％

　被扶養者12.0％

（利用率45.0％）

1人当たり医療費の削減

特定健康診査の結果か

ら、階層化により特定保健

指導が必要な者を抽出す

る。

所属所や対象者との調整

により相談員を派遣する方

法や「特定保健指導利用

券」を発行し契約指導機

関へ持参する方法で特定

保健指導を実施する。

今後、ICTを活用した特定

保健指導も導入していく。

【内容】

　人間ドック受診者に係る費用の一部助成

【目的】

　疾病の早期発見。健診結果を基にした事業推

進への寄与

【推進方法】

　 受診に係る利便性の向上を図る

組合員

被扶養配偶者

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん72.0％

　子宮がん62.0％

　前立腺がん28.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん74.0％

　子宮がん64.0％

　前立腺がん30.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん74.0％

　子宮がん64.0％

　前立腺がん30.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん74.0％

　子宮がん64.0％

　前立腺がん30.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん74.0％

　子宮がん64.0％

　前立腺がん30.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

重点対策事業を選別する

ための分析の実施

所属所に案内文を送付し、

30歳以上の組合員と被扶

養配偶者で人間ドックの受

診を希望する者は、所属所

経由で申込書を提出する。

今後、申込方法等を改善

し利便性の向上を図る。

受診者は人間ドックを受診

し、健診機関で助成額を

差し引いた額を支払う。

共済組合は健診機関から

の請求により助成額を支払

う。

【内容】

　所属所で実施する健康診断の費用の一部助

成

【目的】

　疾病の早期発見による重症化予防。健診結

果を基にした事業推進への寄与

【推進方法】

　所属所へ周知

組合員
受診率（人間ドック除く）

　組合員98.0％

受診率（人間ドック除く）

　組合員99.0％

受診率（人間ドック除く）

　組合員98.0％

受診率（人間ドック除く）

　組合員99.0％

受診率（人間ドック除く）

　組合員99.0％

重点対策事業を選別する

ための分析の実施

所属所に組合員の定期健

康診断結果を提供する場

合に助成金を交付する旨を

周知する。

所属所からの請求により助

成額を支払う。

【内容】

　所属所で実施するがん検診等の費用の一部

助成

【目的】

　疾病の早期発見による重症化予防

【推進方法】

　リスク年齢に応じた受診勧奨。医療費分析によ

り、医療費の高い年代に対してアプローチ

組合員

受診率（人間ドック除く）

　肺がん84.0％

　大腸がん22.0％

　乳がん25.0％

　子宮がん15.0％

　前立腺がん13.0％

　胃検査17.0％

　肝炎検査24.0％

受診率（人間ドック除く）

　肺がん85.0％

　大腸がん23.0％

　乳がん28.0％

　子宮がん18.0％

　前立腺がん15.0％

　胃検査20.0％

　肝炎検査25.0％

受診率（人間ドック除く）

　肺がん86.0％

　大腸がん20.0％

　乳がん8.0％

　子宮がん8.0％

　前立腺がん10.0％

　胃検査12.0％

　肝炎検査20.0％

受診率（人間ドック除く）

　肺がん87.0％

　大腸がん22.0％

　乳がん10.0％

　子宮がん10.0％

　前立腺がん12.0％

　胃検査14.0％

　肝炎検査22.0％

受診率（人間ドック除く）

　肺がん88.0％

　大腸がん24.0％

　乳がん13.0％

　子宮がん13.0％

　前立腺がん15.0％

　胃検査17.0％

　肝炎検査25.0％

がんに係る１人当たり医療

費の削減

所属所に定期健康診断と

一緒にがん検診を実施した

場合、助成金を交付する

旨を周知する。

所属所からの請求により助

成額を支払う。

【内容】

　組合員が予防接種した費用の一部助成

【目的】

　罹患予防、治療期間の短縮

【推進方法】

　所属所への周知

組合員
予防接種率

　組合員40.0％

予防接種率

　組合員42.0％

予防接種率

　組合員45.0％

予防接種率

　組合員47.0％

予防接種率

　組合員49.0％

呼吸器系疾患に係る１人

当たり医療費の削減

組合員に所属所または個

人でインフルエンザの予防接

種を受けた場合、所属所

経由で請求すると助成金を

交付する旨を周知する。

請求により、所属所口座ま

たは組合員の給付金口座

に助成額を支払う。

【内容】

　歯科検診票の配付による健診費用の一部助

成

【目的】

　健診による早期治療、意識改革による健康歯

寿命の延伸

【推進方法】

　歯周病に対する対策などの周知。医療費の高

い年代に対してアプローチ

組合員
受診率

　組合員5.0％

受診率

　組合員7.0％

受診率

　組合員5.0％

受診率

　組合員7.0％

受診率

　組合員9.0％

１人当たり歯科医療費の

削減

組合員に無料で歯科検診

を受けることができる「歯科

健康診断票」を配付する。

組合員は、直接、山口県

歯科医師会の会員である

歯科医院で歯科検診を受

ける。

山口県歯科医師会からの

請求により健診費用を支払

う。

３　保健事業の実施計画

実施内容、目的

及び推進方法
事業名 対象者

2018年度 2023年度
ストラクチャー プロセス

アウトプット

特定健康診査

特定健診受診率

　組合員95.0％

　被扶養者55.0％

ICTによる情報提供実施率

　組合員2.0％

特定保健指導

指導率

　組合員25.0％

　被扶養者10.0％

（利用率23.0％）

人間ドック健診助成

がん検査実施率

　肺がん100.0％

　大腸がん100.0％

　乳がん70.0％

　子宮がん60.0％

　前立腺がん27.0％

　胃検査100.0％

　肝炎検査100.0％

定期健康診断助成
受診率（人間ドック除く）

　組合員97.0％

がん検診助成

受診率（人間ドック除く）

　肺がん83.0％

　大腸がん20.0％

　乳がん23.0％

　子宮がん13.0％

　前立腺がん12.0％

　胃検査15.0％

　肝炎検査23.0％

インフルエンザ予防接種助成
予防接種率

　組合員38.0％

歯科健診助成
受診率

　組合員3.0％
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

アウトプット アウトプット アウトプット アウトプット アウトプット アウトカム

実施内容、目的

及び推進方法
事業名 対象者

2018年度 2023年度
ストラクチャー プロセス

アウトプット

【内容】

　電話等による６３歳以上の被扶養者への保

健指導

【目的】

　重症化予防対策、前期高齢者納付金抑制

対策

【推進方法】

　組合員への広報・周知活動の拡大

被扶養者 利用率20.0％ 利用率20.0％ 利用率35.0％ 利用率35.0％ 利用率35.0％ 前期高齢者納付金の削減
62歳～74歳の被扶養者

に対し案内文を送付する。

指導を希望する者に対し

て、委託先の専門員による

訪問や電話での健康サポー

トを行う。

【内容】

　糖尿病のリスク保持者への保健指導

【目的】

　生活習慣病に係る医療費の削減

【推進方法】

　組合員への広報・周知活動の拡大

組合員 利用率50.0％ 利用率50.0％ 利用率10.0％ 利用率12.0％ 利用率15.0％
生活習慣病にかかる１人

当たり医療費の削減

健診の結果、精密検査や

治療を要するとされたにもか

かわらず、健診日以降に医

療機関での受診が確認で

きない組合員を抽出する。

対象者に医療情報の提供

冊子とアンケートを送付す

る。

アンケートの結果、希望者

には委託先の専門員による

重症化予防のための保健

指導を行う。

【内容】

　通信制の禁煙サポートプログラムによる禁煙サ

ポート

【目的】

　喫煙者率の低減

【推進方法】

　組合員への広報・周知活動の拡大

組合員
喫煙者の利用率

　組合員3.0 ％

喫煙者の利用率

　組合員4.0 ％

喫煙者の利用率

　組合員1.0 ％

喫煙者の利用率

　組合員2.0 ％

喫煙者の利用率

　組合員3.0 ％

生活習慣病、肺がん等に

係る１人当たり医療費の

削減

特定保健指導の対象者

で、健診時に「喫煙あり」と

回答した者を抽出し、案内

文を送付する。

対象者は、直接、オンライン

禁煙外来プログラムを申し

込む。

共済組合は、診療機関か

らの請求により、診療費用

の７割を支払う。

【内容】

　面談によるメンタルヘルス、医療・介護・育児等

の相談、カウンセリング

【目的】

　健康意識の向上、メンタルヘルスに係る医療費

及び傷病手当金受給者の低減

【推進方法】

　組合員への広報・周知活動の拡大

組合員 利用率1.0％ 利用率1.0％ 利用率1.0％ 利用率1.0％ 利用率1.0％

精神疾患に係る１人当た

り医療費・傷病手当金の

削減

組合員に年度内３回まで

無料で相談できる「メンタル

ヘルス相談利用券」を配付

する。

組合員は、直接、委託相

談機関に相談を申し込む。

委託相談機関からの請求

により相談費用を支払う。

【内容】

　差額通知書の配布、リーフレット・利用希望

シールの配布、新規組合員証等への利用希望

シールの貼付など

【目的】

　調剤費の削減

【推進方法】

　組合員への広報、周知活動の拡大

該当者
ジェネリック医薬品

　利用率78.0％

ジェネリック医薬品

　利用率80.0％

ジェネリック医薬品

　利用率78.0％

ジェネリック医薬品

　利用率80.0％

ジェネリック医薬品

　利用率82.0％

調剤費の削減

（80.0％以上をキープ）

診療報酬明細書を使って、

ジェネリック医薬品差額情

報を抽出する。

通知書やデータによりジェネ

リック医薬品差額情報を提

供する。

また、組合員証等へジェネ

リック医薬品利用希望シー

ルを貼り付ける。

【内容】

　組合員等を対象に健康の保持・増進等を目的

とした講演会を実施した所属所への助成

【目的】

　健康意識の向上

【推進方法】

　所属所への周知活動の拡大

組合員
参加所属所数

　40所属所

参加所属所数

　52所属所

参加所属所数

　30所属所

参加所属所数

　40所属所

参加所属所数

　52所属所

医療費・傷病手当金の削

減（全所属所実施）

所属所に組合員や被扶養

者を対象とした健康関連講

座等を実施した場合、助成

金を交付する旨を周知す

る。

今後、助成対象を健康に

対する取り組み全般に拡大

する。

所属所からの請求により助

成額を支払う。

【内容】

　組合員等を対象に健康の保持・増進等を目的

とした講演会を実施

【目的】

　健康意識の向上

【推進方法】

　組合員への周知活動の拡大

組合員

被扶養者
参加者率

　1.3％（200人）

参加者率

　1.5％（240人）

参加者率

　1.0％（150人）

参加者率

　1.2％（180人）

参加者率

　1.4％（220人）
1人当たり医療費の削減

健康意識を高めるための講

座等を企画し、組合員およ

びその家族を対象に参加者

を募集する。

組合員およびその家族を対

象に健康セミナーを開催す

る。

今後、特定保健指導の利

用率が低い所属所を対象

に、個別に健康セミナーを

開催する。

医療費適正化指導 利用率20.0％

生活習慣病予防指導 利用率50.0％

禁煙支援
喫煙者の利用率

　組合員2.0 ％

メンタルヘルス相談 利用率1.0％

ジェネリック医薬品

利用促進

ジェネリック医薬品

　利用率75.0％

健康関連講座支援
参加所属所数

　30所属所

健康関連講座・

健康管理者研修会実施

参加者率

　1.0％（160人）
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４　おわりに

　データヘルス計画は、保険者である共済組合が、レセプト・健診情報等のデータ分析に基づき組合員の健康状態や疾病等の傾向を把握した上で、効果

的・効率的な保健事業の実施のために計画を策定し、これらをPDCAサイクルに沿って実行していく取り組みであり、組合員及び被扶養者の健康改善と医療

費の適正化、それに伴う地方公共団体等のより効率的な運営にも貢献しうるものです。

　実効性のある事業にしていくためにも、所属所や組合員・被扶養者の皆さんと一体となった取り組みが必要となりますので、広報誌やホームページなどを利用

してご協力をお願いしていきます。

　なお、計画期間中であってもデータヘルスの分析結果や費用対効果等に基づいて、そのつど事業内容を見直していく方針です。

組合員・被扶養者

共済組合所属所

保健事業の実施

健診・レセプト

データの提供

保健事業の実施

保健事業の連携・協働

お問い合わせ先：山口県市町村職員共済組合 保険課

住所：山口県山口市大手町９番１１号 山口県自治会館内

電話：０８３－９２５－６１４２

29


